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要因別にみる失業率の種類 

失業を要因別にみると、循環的失業、

構造的失業と摩擦的失業に分けることが

できる。循環的失業とは、景気変動によ

って生じた失業である。一方、構造的失

業とは、求人先が求める人材と求職者の

特性(年齢・技能等)とのミスマッチによ

るもの、摩擦的失業とは、職探しや就職

活動に伴う地域間の移動に時間がかかる

等による失業である。構造的失業と摩擦

的失業は就業・産業構造に規定され、景

気の影響を受けないと考えられる。なお、

構造的失業と摩擦的失業の区別が難しい

ため、二つを合わせて広義の構造的失業

と呼ぶことが多い(図表 1)。 

図表 1 要因別にみる失業の種類 

 

 

 

 

(資料) 総務省統計局『「需要不足失業」と「構造的失業」』より作成。 

広義の構造的失業者が労働力人口に占

める割合を構造的失業率と呼ぶが、フィ

リップスカーブが垂直に立ち始める自然

失業率または NAIRU（インフレを加速さ

せない最低失業率）とほぼ同等な概念で

ある。 

 

雇用最大化を目指す FRB の政策運営 

FRB が掲げる金融政策目標の一つであ

る雇用の最大化とは、循環的失業がなく

なり、失業率が構造的失業率に一致して

いる状態である。この状態の達成に向け、

FRB は金融政策を通じて実体経済への調

整を行っている。リーマン・ショック以

降、FRB は失業率の上昇に対応するため

量的緩和策を実施し、景気悪化時に減少

した雇用を創出しようとしている。狙い

通り、循環的失業率が低下し、失業率も

順調に低下してきた(図表 2)。このよう

に、失業率を構造的失業率に近づかせよ

うとする FRB の政策運営は、雇用の改善

に一定の役割を果していると評価できる。 

ただし、構造的失業率はあくまでも推

計によるものであり、それを適切に把握

するには大きな不確実性を伴っている。

金融危機以後、産業間労働需要バラツキ

の拡大、失業保険給付の拡充、失業期間

の長期化に伴う労働者技能の劣化等の要

因から、米国の構造的失業率は上昇した

と見られる。これについて、米議会予算

局（CBO）は自然失業率が金融危機直前

(5％)から 1％上昇し、6％になっている

と推計している。一方、一部の専門家は

同じく 1.5～2.0％上昇し、6.5％～7.0％

に達したとの見方を示している。仮に自

然失業率が 6.5～7.0％とすれば、現行の

金融緩和策は経済を刺激し過ぎる危険性

がある。いずれにせよ、失業率は FRB が

目標とする構造的失業率に近づきつつあ

る中、政策当局者は慎重な政策運営を求

められている。 
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(%) 図表2 米における多様な失業率の推移
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（資料） CBOのデータより作成
（注1） 失業率=自然失業率＋循環的失業率
（注2） 自然失業率は構造的失業率と同一視される。

景気対策により循環的
失業率は低下

自然失業率は少し変動
金融危機直前より1%上昇

見通し

失業率は順調に低下
14年5月に6.3%へ




